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．はじめに

の大国インドネシア、 億 千万の人口（世界第 位）を抱え、 年のアジ

ア通貨危機を機に 年間続いたスハルト政権が 年に崩壊し、その後しばらく国内政治

の混乱が続いた。しかし、 年にユドヨノ政権が誕生して以降、毎年 ％近い経済成長

を成し遂げ、今はポスト の新興国として注目を集めている。経済成長の恩恵を受

け、インドネシアの自動車産業も近年急成長し、 年には 万台の販売台数を記録し、

ではタイを抜いて最大の自動車市場となっている。急成長を続けているインドネ

シア自動車市場を目掛けて、近年日本の完成車メーカーをはじめ、部品サプライヤーも大

挙にインドネシアへの進出を図っている。本稿では、これまでインドネシアの自動車産業

が辿ってきた発展の軌跡を追いながら、産業の現状、市場の状況及び今後さらなる発展を

遂げるために克服しなければならない課題について考察する。

．自動車産業政策の変遷

インドネシアにおける自動車生産は、 年にアメリカの自動車大手メーカーであるゼ

ネラル・モータース（ ）が組立工場を設立したことから始まったとされている ）。組
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立工場は現在の首都ジャカルタの北部に位置し、年産能力は 千台、当時のアジアではこ

のような組立工場を持っている国はインドネシア以外にインドと日本だけであった。しか

しその後、インドネシアの自動車生産は外国との合弁による組立生産が長く続いており、

自国独自の開発・製造が進まなかった。

スハルト政権時代の自動車産業政策

年スハルト政権が誕生して以降、インドネシア政府は自動車産業の育成策を打ち出

し、外国メーカーの誘致による現地での 生産を強力に推進し、自動車生産の国産化

を図ったのである。国産化を達成するためには、政府は完成車輸入の全面禁止と部品産業

の育成を政策の重点に据えた。

まず完成車輸入の規制強化から全面禁止に至るまで、主に以下の政策が打ち出された ）。

総代理店は のみ輸入可能であり、 は不可とする（ 年 月）。 ジャワへ

の商用車の完成車輸入を禁止（ 年 月）、スマトラにも拡大する（同年 月）。 ジャ

ワ、スマトラへの完成中古車の輸入を禁止する（ 年）。 インドネシア全域、すべて

の車種の完成車輸入を禁止する（ 年 月）。

完成車輸入の禁止を着々と進めると同時に、政府はまた自動車部品の国産化を推進する

政策を打ち出した。部品の国産化は商用車を中心に政府が品目と国産化達成時期を指定

し、達成しない場合に高関税を課す方法で進められた。 年時点で、全部品に対する国

産化済み部品の割合は ％、国産化政策対象部品に対する国産化済み部品の割合は ％に

達した ）。しかし、国産化率の上昇に伴い、自動車の価格も次第に高くなっていく問題が

顕在化した。その理由については主に以下の点が指摘されている ）。 限られた国内市場

に多数のブランド、車種が存在する多種少量生産による生産コスト高である（規模の経済

性が発揮できない）。 素材・部品の輸入によるコストの上昇である。素材産業が未発達

のため、原材料は輸入に頼らざるを得ない。 部品の国産化によって輸入コストが減少す

るものの、それを上回るコスト・ペナルティー（設備投資償却費、高不良率、輸入材料

費、多品種小ロット生産、資金コスト高など）が発生する。 高課税である。輸入関税

（乗用車部品 ％、商用車の場合は国産化済み部品は輸入禁止、国産化計画部品 ％、

国産化計画なし ％）の他に、付加価値税（バスを除き一律 ％）と奢侈品販売税

（乗用車 ％、商用車 ％）がプラスされる。 閉鎖された国内市場における部品価格の

形成メカニズムに問題がある。部品企業数が制限されているため、価格決定権は部品企業

側にあり、組立企業は割高な価格で購入せざるを得ない。

国産車計画の頓挫

年 月にインドネシア政府は国民車計画を発表し、いわゆる ％インドネシア資

本の法人によって 年をかけて国産化率 ％の自国製の自動車を育てようという目標を掲

）同上書、 ページ。
）同上書、 ページ。
）同上書、 ページ。



）大和銀行総合研究所 インドネシアの自動車産業 （報告書）、 ページ。
）山下協子 インドネシアの自動車産業と二輪産業─中国の影響と分業再編の展望 （大原盛樹編 中
国の台頭とアジア諸国の機械関連産業─新たなビジネスチャンスと分業再編への対応 アジア経済研究
所、 年所収）、 ページ。
） （貿易に関連する投資措置に関する協定）の略
である。外国企業と国内企業を差別的に扱ってはいけない、現地調達率を要求してはいけないなどのこ
とを規定している。
）大和銀行総合研究所、前掲稿。
）同上稿。

げた。この計画は、マレーシアの国民車 プロトン の計画から刺激を受けたとされてい

る ）。

同計画の中には、 インドネシア企業、またはインドネシア人が ％株式を保有する

法人の設備を使い、インドネシア国内で生産すること、 インドネシア企業・個人が保有

するインドネシア独自の新しいブランドを使用すること、 一定の国産化率を充足するこ

と（ 年目 ％、 年目 ％、 年目 ％）、 段階的に実現される国産技術を使用し、

開発することなどが盛り込まれている。また、それを推進するためのインセンティブとし

て、輸入関税率（最高 ％）の免除や完成車への奢侈税（最高 ％）の政府による肩代わ

りなどの特典も付けられている ）。この計画の制定を受け、インドネシア側 ％の法人

として、 フトモ・マンダラ・プトラ社 社だけが認定を受け、そして、韓国の自動車

メーカー 起亜 と提携して を設立し、 というブラン

ドの国民車を開発、生産することとなった。

しかし、国民車計画に対してインドネシアの国内外から批判が相次いだ。まず、指定を

受けた フトモ・マンダラ・プトラ社 は当時のスハルト大統領の三男が所有する会社

で、この 社だけが指定を受けることに対しては国民の中から不満の声が上っていた。そ

して、国産化率の数値目標を明確に掲げたことは の 協定 ） に違反する

と、日米欧が提訴した。結局、 年 月に の紛争処理委員会はインドネシアの

敗訴を正式に決定し、インドネシアの国民車計画は断念されたのである ）。

新自動車産業政策

年のアジア通貨危機以降、インドネシアは による支援と指導のもとで経済の

立て直しを図ることとなった。自動車産業政策についても大幅な見直しが迫られ、それま

での保護主義から自由主義への転換が図られることとなった。

年 月、インドネシア政府は新自動車産業政策を発表した。その主な骨子は以下の

点である ）。 部品国産化率による 輸入インセンティブ制度を廃止する。 車

種、排気量、車重量による 輸入関税率を導入する。 輸入関税率変更に伴い

奢侈税も変更する。 完成車の輸入自動車と関税率を大幅に引き下げる。具体的には、国

産化率 ％以下の乗用車の 用部品の輸入関税（ ％）を排気量の違いにより

％に引き下げられた。国産化できない部品については輸入関税を ％に引き下げ、コン

ポーネントの原材料を非課税とした。完成車輸入については、最大関税率が ％から
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％に引き下げられた。

同政策は、外国メーカーにとってかなり追い風となっている。 部品関税の引き下

げによって日系メーカーを中心に日本やタイから部品を輸入して大幅なコストダウンを図

ることができた。逆に、それまでに保護されてきたインドネシア国内の部品メーカーの多

くは関税の引き下げに伴って大量に流入する安い外国製の部品に太刀打ちできず、操業停

止に追い込まれた。

さらに、 年 月、インドネシア政府は他の 諸国に先駆け、

（ 、共通特恵関税）スケジュールを前倒しで実施

し、完成車、 部品の輸入関税率を ％に引き下げた ）。今後、特に 域内に

おいて他国の生産、販売の状況と調整しながら、自動車の完成車のみならず部品を含めた

相互補完的な調達・生産体制が構築されていくと思われる。その調整役を果たすのは、後

に詳述するが、実は日系メーカーである。インドネシアは今、 最大の自動車市

場となっており、今後、インドネシアの国内需要をどのように賄うのか、そして、グロー

バルな調達・生産においてインドネシアがどのような役割を担うのかなどについて、トヨ

タ、日産、ホンダをはじめとする自動車メーカーがより具体的なビジョンや戦略の策定が

迫られている。

．自動車産業の特徴

年、ユドヨノ政権誕生当初のインドネシアの自動車生産は約 万台で、

諸国の中でタイ（同約 万台）、マレーシア（同約 万台）に次ぐ第 位であった。一

方、販売の方では約 万台で、マレーシアとの差は僅か 千台ほどであった。ユドヨノ政

権の安定、経済全体の好調に支えられ、 年のインドネシアの自動車生産は約 万台に

拡大、 年の倍以上となっている。販売の方も 万台を超え、 諸国の中で第

位となっている（図表 参照）。

乗用車生産と販売の急拡大

特に注目したいのは、 年時点で国内の乗用車生産が約 万台であるのに対して国内

の乗用車販売は僅か 万台ほどであった。逆に、商用車生産は約 万台であるのに対して

商用車販売は 万台に上っていた。つまり、単純に供給と需要のバランスを考えると、乗

用車生産が供給過剰、商用車生産が供給不足という歪な形であった。 年時点でこの状

況がかなり改善され、乗用車と商用車の供給と需要がほぼバランスが取れた状態になっ

た。その背景には、やはり商用車偏重の生産体制が改められ、乗用車生産へとシフトして

いったこと、国内の乗用車需要が爆発的に増え（ 年は 年の約 倍）、国内で生産

された乗用車が国内市場で消化しきれるようになったことが挙げられる。

）山下協子、前掲稿、 ページ。
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図表 主要 ヵ国の自動車生産・販売状況（ 年）
単位 上段は 台

下段は対前年比

年 年 年 年 年 年 年 年

タイ

生産 乗用車
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

商用車
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

合計
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

販売 乗用車
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

商用車
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

合計
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

マレーシア

生産 乗用車
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

商用車
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

合計
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

販売 乗用車
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

商用車
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

合計
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

インドネシア

生産 乗用車
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

商用車
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

合計
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

販売 乗用車
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

商用車
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

合計
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

フィリピン

生産 乗用車

ー

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

商用車
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

合計
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

販売 乗用車
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

商用車
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

合計
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

出所 自動車年鑑 及び 世界自動車調査月報 より作成。



主流の市場

図表 の示すように、インドネシアの自動車市場で ）はマーケット・シェアの

割以上を占め、商用車を除く個人用車の中で最も購買される車種となっている。一方、

セダン型の乗用車は僅か ％のシェアしかない。しかも、インドネシア市場で売れている

のほとんどは排気量 以下、 列シート、 人乗りのタイプである。このよう

な車種が好まれる背景として、インドネシアの家族構成人数が多いことが挙げられる。

年時点で、家族構成人数が 人以上の家族の割合は日本が ％であるのに対して、

インドネシアは ％である ）。そして、図表 の示すように、インドネシアでは自動

車の普及率が家族構成人数の増加とともに高まっていく現象が見られる。また、インドネ

シアでは専属運転手とメイドが同乗するケースが非常に多い ）。

さらに、車種間における奢侈税の違いによる影響も大きい。エンジン排気量 以

下クラスの車種において、セダンの奢侈税が ％であるのに対して非セダンの奢侈税率は

％しかなく、両者の開きは ％もある。単純に同じ排気量クラスで車両価格も同じ

万円のセダンと非セダンでは、奢侈税だけで約 万円の差が生じることになる ）。

） （多目的自動車）の略、日本では俗で ミニバン と呼んでいるワンボック
スタイプの自動車である。
）みずほ総合研究所 拡大が続くインドネシア自動車市場 （報告書）、 ページ。
） （ ）社の社内資料に基づく。
）同上資料。

自動車普及率（％）

年 年 年

家
族
構
成
人
数

人

人

人

人

人

人以上

図表 インドネシア自動車市場の車種構成

出所 みずほ総合研究所 拡大が続くインドネ

シア自動車市場 （報告書） ページ参

照のもと、作成。

図表 家族構成人数別自動車普及率

出所 図表 と同じ、

但し元資料は 。



） 年度、日本の輸入車登録台数は 台（外国メーカー車のみ、日本メーカーの輸入車を含ま
ない）、当該年度国内新車登録台数（登録車と軽自動車を含む） 台の ％である（日本自動
車輸入組合及び 自動車年鑑 のデータに基づく）。
） のデータに基づく。
）三平、佐藤、前掲書、 ページ。

割以上が日系車

インドネシアの自動車市場では日系車が ％のシェアを占めている（図表 参照）。

この数字は実は日本国内よりも高い ）。 諸国において日系車のシェアが全体的に

高く、平均的には ％となっている ）。それでも、インドネシア市場における日系車シェ

アの高さはずば抜けている。

なぜ日系車のシェアが高いかについて次の幾つかの原因が考えられる。

まず、日本メーカーは非常に早い段階からインドネシア進出を図ってきた。 スハルト

時代初期の国内組立体制の形成期に日本車が著しい台頭をみせた ） のである。 年

時点インドネシア国内で組み立てられた日本車のシェアは既に ％に達している。完成

車メーカーだけでなく、部品メーカーもインドネシアへの進出に積極的で、同国の部品国

産化の基盤を作ったと言われている。 の

データによれば、 年時点でインドネシア自動車産業における主要部品メーカーの企業

数は 社の内、日系部品メーカーの企業数は 社に上り、現地資本の部品メーカーの企

業数 社を上回っている状況にある。

そして、日本メーカーは現地の消費者ニーズを捉え、対応する車種を積極的に提供した

ことも大きい。前述のように、インドネシアでは が好まれる傾向が強い。それをう

まく捉えて、トヨタが現地に 、 などの車種を投入し、今ではインド

ネシア消費者の憧れの的となっている。その他に、ダイハツは 、 、三

菱は 、日産は 、 などの現地向け車種を出している。

インドネシア自動車産業の現状と課題

図表 インドネシアにおける各国メーカーのマーケット・シェア

出所 のデータに基づいて作成。



さらに、販売網構築の面においても日本メーカーはいち早く現地の有力資本と手を結ん

で、彼らによるディーラー拠点の設置を任せてきた。インドネシアでは自動車流通業は基

本的に現地資本が握っており、ディーラーの設立は主に現地の有力資本によって行われて

いる。例えば、トヨタの現地販売統括会社である （ ）社 は

現地資本の 社側が ％、トヨタ側が ％出資して設立されたもので

ある。 はインドネシア全国に つのディーラー・グループにディーラー拠点の設

置を任せている（図表 参照）。この つのディーラー・グループはすべて現地の有力

資本で、中華系資本が つを占めている。最大の 社は、傘下には の支社と

の独立系ディーラー（サブ・ディーラー）を有し、トヨタ車の ％が同社経由で販売され

ている。

．自動車産業の課題

インドネシアの自動車産業は高度成長が続いている反面、また多くの問題点も抱えてい

る。今後、さらなる成長を続けていくためには、これらの諸問題への取り組みが必要不可

欠である。本稿では、 生産からグローバル生産拠点への脱皮、 限定された購入

者層、 インフラ不足、この つの課題に絞ってその状況を考察する。

生産からグローバル生産拠点への脱皮

図表 の示すように、インドネシアの完成車組立は外国の自動車メーカーに依存して

おり、 生産が中心である。部品の現地調達率が低い水準にあると言わざるを得な

い。ダイハツやトヨタのようなインドネシアに進出して約 年の企業でさえ、現地調達率

が約 割程度しかない。特に乗用車の分野において、ホンダ、スズキ、トヨタがインドネ

シアで生産開始して既に 年以上経ったにもかかわらず、現地調達率は ％以下の極めて

低水準にある。日系メーカーの場合、現地調達できる素材や部品が少ないため、本国から

インドネシアへの輸出で賄うしかない。貿易統計にはその点がはっきりと反映されてい

図表 インドネシアにおけるトヨタの販売網状況（ 年 月時点）

ディーラー名 支店数
スタッフ

数

独立系

ディーラー数

ディーラー

拠点合計

販 売

構成比

（中華系） ％

（中華系） ％

（インドネシア系） ％

（中華系） ％

（インドネシア系） ％

合計 ％

出所 の社内資料に基づく。



る。日本からインドネシア向けの製品輸出において、自動車部品が上位を占めている（図

表 参照）

自国の自動車産業を育成する一般的なパターンとして、輸入代替の 生産から始

まって、徐々に上流部分の素材、部品産業を自国内に育て、やがて自国独自の完成車の開

発から組立に至るまでの全製造過程を確立することが考えられる。しかし、これまで考察

してきたように、インドネシアはかつてスハルト政権下でその試みがなされたけれども、

結局、失敗に終わった。インドネシアの隣国、マレーシアも独自の国民車構想を打ち出

し、長年にわたって産業の育成を図ってきたにもかかわらず、未だに外国の自動車製品と

互角に競争できる製品が産み出されていない。

自動車産業は一国の工業化水準を示すバロメーターと言われ、鉄鋼、ゴム、石油化学、

工作機械、加工技術などの工業基盤に大きく左右される。インドネシアのような、川上産

業、特に工業基盤が弱い国では自国独自の自動車産業を育てることはかなり難しい局面が

ある。たとえそのような工業基盤を国の育成政策で確立し、自国独自の自動車製品を出し

たとしても、それを受け入れてくれる市場の確保も必要不可欠である。新興国の中国やイ

ンドでは、自国の自動車製品を製造できたけれども、市場レベルで見た場合まだ競争力の

ある製品とは言えない。

今後インドネシアの自動車産業にとって、外国メーカー（グローバル・メーカー）の生

産拠点を目指すことも採りうる選択肢の つである。つまりタイやメキシコのように、自

国独自の自動車産業を目指すよりはグローバル・メーカーの生産拠点としての優位性を構

築していく。その場合、グローバル・メーカーの生産ネットワークにおける独自の優位性

をどのように構築していくかが重要となってくる。 をはじめとする自由貿易の枠組

みに積極的に参加していくと同時に、他のグローバル生産拠点、特に ではタイ

インドネシア自動車産業の現状と課題

図表 車種別現地調達率

車種 現地調達率 組立メーカー 生産開始時期

、

ピックアップ・トラック

％
ダイハツ、いすゞ、三菱、スズキ、

トヨタ

％ 日産

％

シボレー、現代

起亜

奇瑞、長城、福田

商用車（ トン） ％ 日野、いすゞ、三菱、トヨタ

商用車（ トン） ％
日野、いすゞ、日産、メルセデス、

三菱

乗用車 ％

ホンダ、メルセデス、スズキ、トヨタ

アウディ、フォルクスワーゲン

出所 図表 と同じ。



との棲み分けや差別化を図っていく必要がある。インドネシアには膨大な人口と広い国土

を有し、今後さらなる経済発展に伴い、国内需要を開拓する余地は十分にある。これは他

の 諸国に比べて大いに優位性を発揮できる部分と言える。つまり、膨大な国内

需要を梃子にグローバル・メーカー及び関連産業を自国に誘引することを通じて、コスト

図表 日本の対インドネシア向け輸出上位 品目
単位 万円、％

年 年 年

再輸出品

その他の自動車用部品

乗用車（ガソリンエンジン、 超 以下）

その他のガソリンエンジンの部品

陰極銅・その切断片

ダンプカー

ギヤボックス及びその部分品

メカニカルショベル等（上部構造が 度回転するもの）

その他の ・

貨物自動車（ディーゼルエンジン、 トン超）

車輌用ディーゼルエンジン

トレッド無し建設業車両用ゴム製タイヤ（新品・径 超）

プリンタ・複写機・ファクシミリの部分品・付属品

蒸気タービンの部品

冷間圧延鉄コイル幅 以上厚さ 以下

その他のクレーン・コンベア等の部品

その他の車体の部分品

電動機・発動機の部品

その他の電気回路の開閉器、保護・接続用の機器（ 以下）

貨物自動車（ディーゼルエンジン、 トン超 トン以下）

その他のガスタービンの部品

その他の機械（固有の機能を有するもの）

その他のディーゼルエンジンの部品

その他の電気制御・配電盤等の部品

伝動軸

モーターサイクルの部品（除サドル）

歯車、歯車伝動機、ボールスクリュー等

無限軌道式ブルドーザー・アングルドーザー

ブレーキ及びサーボブレーキ並びにこれらの部分品

蒸気発生ボイラー・過熱水ボイラーの部品

出所 国別情勢研究会 レポート インドネシア 、 ページ。



）佐藤百合 経済大国インドネシア─ 世紀の成長条件 中公新書、 年、 ページ。

優位性の構築及び自国産業の高度化を図っていくのである。

限定された購入者層

近年、インドネシアの自動車販売台数は着実に増加し、市場需要は堅調に推移してい

る。しかし、現状としては、富裕層及び上位中間層による需要がほとんどで、人口の大部

分を占める下位中間層や低所得者層の掘り起こしはまだ不十分である。

図表 の示すように、インドネシアの富裕層（年間可処分所得 ドル以上）

と上位中間層（年間可処分所得 ドル以上）は全人口の ％ほどしか占めていな

いものの、自動車普及率は ％以上に達している。逆に人口の約 ％を占めている下位中

間層（年間可処分所得 ドル以上）と低所得層（年間可処分所得 ドル以

下）における自動車の普及率は極めて低い状況にある。

一般的に、新興国において経済が持続的に発展すると 人当たりの が増え、大体

人当たりの が ドルを超えると、自動車が一般家庭に入り始め、モータリ

ゼーションが到来すると言われている。インドネシアの場合、いわゆる新興国でいう 中

間層 については実に 多層性 を持っていることに注意しなければならない ）。 人当

たりの 規模では 年時点でインドネシアは既に ドルを超えている。しか

し、それは低所得層全体の底上げよりは、一部のエリート層の所得増加によってもたらさ

れている面はむしろ大きいのである。

実際、他の新興国と比較した自動車市場の需要構造を見ると、インドネシアでは新規需

インドネシア自動車産業の現状と課題

図表 所得階層別自動車普及率

出所 三菱東京 銀行ジャカルタ支店 インドネシアのマクロ環境と日系企業動向（報告

書） 及びみずほ総合研究所報告書（図表 と同じ）参照のもと作成。



要（生まれて初めて車を買う層）は ％しかなく、約 割の需要は既に車を持っている層

によるものであることが分かる（図表 参照）。ちなみに、インドやタイも同じような

傾向が見られる。タイは千人当たりの普及率は既に 台を超えており、モータリゼー

ションは既に一巡している状況にある。インドネシア、中国とインドは千人当たりの保有

台数はまだ数十台規模である。新規需要の割合が多ければ多いほどその国の自動車市場の

成長性があると言える。インドとインドネシアは同じく、国内市場の底上げは不十分とい

う問題を抱えている。今後、経済成長の恩恵をいかに社会全体に広げていくかが大きな課

題となっている。それを解決しない限り、自動車市場の本格的な拡大は難しいと言わざる

を得ない。

インフラ不足

インドネシアの首都ジャカルタを訪れたことがある人は、最も嫌な経験はその交通渋滞

の酷さであろう。 一日の三分の一はベッドの上、三分の一は職場、残りの三分の一は道

路の上 ） と、ジャカルタの住民は交通渋滞をこのように揶揄している。アメリカの調

査会社フロスト サリバン社が行った調査によれば、交通満足度において、ジャカルタが

対象 都市の中で最下位となっている。また、現地の新聞報道によれば、ジャカルタで

は、二輪車と乗用車の道路占有面積が道路の総面積を超え、交通が完全に麻痺する グ

リッドロック 状態となり、渋滞に伴う経済損失は年間 億円程度にもなると言われて

いる ）。

図表 の示すように、他国に比べ、インドネシアの人口当たりの道路総延長が短く、

）同上書、 ページ。
）三菱東京 銀行ジャカルタ支店 インドネシアのマクロ環境と日系企業動向 （報告書）、 ペー
ジ。

図表 各国自動車市場の需要構造（ 年時点）

出所 藤井真治 インドネシア自動車市場の展望─永遠に期待される国から本当に期待される国

へ （京都大学上海センター 年 月 日研究会報告資料）



）佐藤、前掲書、 ページ。

道路の整備状況が非常に遅れている。実際、 年 年、インドネシア政府によるイ

ンフラへの投資は平均で の ％しかない。なぜインフラ投資がこんなに少ないの

か。その理由はインフラ投資の主体に変化が生じたことにある。

スハルト政権時代、政府は毎年 比で約 ％の 開発歳出 と呼ばれる財政投資を

行い、その大部分はインフラ開発に向けられていた。この 開発歳出 の内、約 割は外

国による援助で、残りは石油ガスの輸出収入で賄われていた。 年代末、スハルト政権

が倒され、新たに登場した政府はそれまでのやり方を改め、外国による援助を最小限に減

らしていく方針を打ち出した。その主だった理由は 政府債務の削減 であるが、実際は

や世界銀行などの指図を受け続けることへの屈辱感があったとされる。結果的に、

外国援助を削減した結果、インフラ整備に回せる財政投資の余裕がなくなったのである ）。

．おわりに

以上で考察してきたように、近年インドネシアの経済成長とともに自動車産業も大きく

成長してきた。政府が打ち出した新自動車産業政策によってそれまで鎖国状態にあった自

動車産業に対する外国投資、とりわけ日本からの投資が急増し、国内需要の好調に支えら

れ、 を中心とする車種の販売が非常に好調であった。しかし、今後さらなる発展を

遂げるために、工業基盤の強化やグローバルな部品調達に伴うインドネシア独自の競争優

位の確立、そして、ボリューム・ゾーンである下位中間層や低所得層の需要の掘り起こ

し、道路インフラの整備などの課題に対する取り組みも必要不可欠となってくる。さら

に、現在同国市場で 割以上のシェアを持つ日系メーカーにとっても、欧米韓メーカーに

インドネシア自動車産業の現状と課題

図表 各国の道路状況比較（ 万人）

出所 図表 掲載の三菱東京 銀行報告書、 ページ。



よるインドネシア市場への本格的な進出に備える必要がある。 はジャカルタ郊外で

億 千万ドルを投じた新工場を 年 月に稼働し、量販車種のミニバンを売り出す予

定である。また、フォード・モーターもインドネシアの販売店を拡充するために最大

億ルピア（約 億円）程度を投じる予定である ）。日系メーカーにとって、東南アジア市

場は 年に合計販売台数が 万台に達し、中国市場に匹敵するほどの規模となってい

る ）。いかにこの市場でこれまで構築してきた競争優位を維持していくかが今後のグロー

バル競争に勝ち抜く鍵と言えよう。
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